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平成１８年６月期  第１四半期財務・業績の概況（非連結） 平成 17 年 11 月９日 

上場会社名 株式会社ブロードバンドタワー 上場取引所 大証ヘラクレス 

（ＵＲＬ http://www.bbtower.co.jp/ ）  （コード番号： ３７７６ Ｇ）

問 合 せ 先       代表者役職・氏名 代表取締役社長 大和田 廣樹 （ＴＥＬ：（03）5573-8181 ）

              責任者役職・氏名 取締役 経営企画室 室長 佐藤 康夫 
 
 
１ 四半期財務・業績の概況の作成等に係る事項 
  
① 会計処理の方法の最近会計年度における認識の方法との相違の有無 ： 無 
② 連結及び持分法の適用範囲の異動の状況 ： 無 
③ 公認会計士又は監査法人による関与の有無 ： 無 
 
２ 平成１８年６月期第１四半期の財務・業績概況（平成 17 年７月１日 ～ 平成 17 年９月 30 日） 
(1) 経営成績の進捗状況                 (百万円未満を切り捨てて表示しております。) 
 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      

四半期(当期) 
純 利 益       

 百万円  百万円  百万円  百万円  

１８年６月期第１四半期 1,495 180 164 166 

１７年６月期第１四半期 － － － － 

(参考)１７年６月期 4,860 627 607 613 

 

 
１株当たり四半期
（当期）純利益 

潜在株式調整後1株当た
り四半期(当期)純利益

 円    銭 円    銭

１８年６月期第１四半期 9,106  20 8,630  79

１７年６月期第１四半期 －  － －  －

(参考)１７年６月期 36,800  81 －  －

 (注)１．平成 17 年６月期第３四半期より四半期決算の開示を行っておりますので、平成 17 年６月期第１四
半期の経営成績の進捗状況及び対平成 17 年６月期第１四半期比増減率の記載を省略しております。 

     ２．平成 17 年６月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高があ
りますが、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 

     ３．期中平均株式数  平成 18 年６月期第１四半期 18,332 株 平成 17 年６月期 16,670 株 
 

［経営成績の進捗状況に関する定性的情報等］ 

当第１四半期（平成 17 年７月１日～平成 17 年９月 30 日）のわが国の経済は、海外経済が米国、東ア

ジアを中心に拡大を続けるもとで輸出が増加しており、企業収益が高水準で改善し、これを背景にした

設備投資が堅調に推移しております。また、雇用の回復、所得の増加にともなう個人消費の緩やかな増

加傾向がみられるなど、わが国の景気は緩やかな回復を続けております。 

当社の属するインターネット業界におきましても、ブロードバンド化によるインターネットの普及が

引き続き拡大基調にあり、日本のインターネット利用人口は約 8,000 万人となり、そのうちインターネ

ット利用世帯に占めるブロードバンド利用世帯は 60％を超える状況となっております（総務省平成 17

年版情報通信白書）。こうしたブロードバンド環境の普及により、インターネットの利用目的も情報収集

のみならず、様々なコミュニケーションや音楽、映像などのエンターテイメントの視聴など、幅広いサ

ービスの活用が進んでおります。 

このような経営環境の中で、当第１四半期における当社の事業活動といたしまして、データセンター

事業においては、引き続きブロードバンド化による事業拡大を進める大口顧客への積極的な販売活動を

進めてまいりました。また、そうした需要に対応するために、当社の第三サイトを開設しデータセンタ

ーの拡張を実施いたしました。一方、ブロードバンド配信事業においては、当社のネットワークインフ

ラを最大限に活用し、ストリーミングやダウンロードといった配信サービスの拡充ならびにコンテンツ

サービスの中心として映像作品の企画制作に努めてまいりました。売上高を事業別に見ますと、データ

センター事業においては 1,371 百万円、ブロードバンド配信事業においては 124 百万円でありました。

上記の結果、当第１四半期における売上高は 1,495 百万円、第１四半期純利益は 166 百万円となりまし

た。 
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(2) 財政状態の変動状況 
 総 資 産 株 主 資 本      株主資本比率 

１株当たり 
株 主 資 本      

 百万円 百万円 ％ 円    銭

１８年６月期第１四半期 5,541 4,848 87.5 252,126 69

１７年６月期第１四半期 － － － － －

(参考)１７年６月期 3,312 2,266 68.4 135,465 77

(注)１．平成 17 年６月期第３四半期より四半期決算の開示を行っておりますので、平成 17年６月期第１四
半期の財政状態の変動状況の記載を省略しております。 

     ２．期末発行済株式数  平成 18 年６月期第１四半期 19,229 株 平成 17 年６月期 16,729 株 
 
(3) キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

１８年６月期第１四半期 6 △424 2,122 1,919 

１７年６月期第１四半期 － － － － 

(参考)１７年６月期 813 △504 △227 215 

(注) 平成 17 年６月期第３四半期より四半期決算の開示を行っておりますので、平成 17 年６月期第１四半
期のキャッシュ･フローの状況の記載を省略しております。 

 

［財政状態の変動状況に関する定性的情報等］ 

（資産の部） 

 当第１四半期末における資産合計は、5,541 百万円となり、前事業年度末と比較して 2,229 百万円の増

加となりましました。これは主に、平成 17 年８月に大阪証券取引所ヘラクレス市場に上場し増資資金が

入ったことにより、現金及び預金が増加したことが要因となっております。 

（負債の部） 

 当第１四半期末における負債合計は、693 百万円となり、前事業年度末と比較して 352 百万円の減少と

なりました。これは主に、借入金の返済を行ったことによるものであります。 

（資本の部） 

 当第１四半期末における資本合計は、4,848 百万円となり、前事業年度末と比較して 2,581 百万円の増

加となりました。これは主に、平成 17 年８月の公募増資により、資本金及び資本準備金が増加したこと

によるものであります。 

 

 なお、当第１四半期における各キャッシュ･フローの状況は以下の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期会計期間において営業活動により獲得した資金は 6百万円となりました。これは主に、税

引前第１四半期純利益が 166 百万円あったものの、売上債権の増加額 144 百万円及び法人税等の支払額

14 百万円があったことが要因となっております。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期会計期間において投資活動により使用した資金は 424 百万円となりました。これは主に、

データセンター増床のための有形固定資産の取得による支出 128 百万円に加え、子会社設立のための関係

会社株式の取得による支出が 145 百万円、また、本社移転予定の新社屋に対する敷金の差入による支出

124 百万円が要因となっております。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期会計期間において財務活動により獲得した資金は 2,122 百万円となりました。これは主

に、借入金の返済による支出が 200 百万円あったものの、平成 17 年８月の公募増資により 2,402 百万円

の収入があったことが要因となっております。 
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３ 平成１８年６月期の業績予想（平成 17 年７月１日 ～ 平成 18 年６月 30 日） 

 予 想 売 上 高        予想経常利益        予想当期純利益 
１株当たり予 
想当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 円  銭

中 間 期 3,126 254 366 3,806 75

通 期 6,560 618 700 7,288 48

(注) 期末発行済株式数は、平成 17 年９月 30 日現在の 19,229 株について平成 17 年 11 月 18 日付けの株式
分割（１：５）を勘案した株式数 96,145 株を用いております。 

 

［業績予想に関する定性的情報等］ 

当第 1 四半期会計期間の業績は、データセンター事業において大口顧客の拡張が前倒しで実施された

ことや、設備関連の原価が抑えられたことなどにより、売上高、営業利益ともに業績予測を上回る水準

となりました。このような結果から通期につきましても、引き続きこの水準を維持するよう積極的な営

業活動を展開してまいる所存であり、売上、利益ともに順調に推移すると考えております。尚、平成 17

年 8 月 24 日に公表しました業績予想に変更はございません。 

 
(注) 上記業績予想につきましては、現在当社が入手可能な情報に基づく当社の判断によるものであります。

実際の業績等は、業況の変化等により、上記の予想数値とは異なる場合があります。 

以  上 
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（添付資料） 

(1) 第１四半期貸借対照表 

 

 
 
 

当第１四半期会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年６月30日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  1,919,711 215,763 

２ 売掛金  753,062 608,639 

３ たな卸資産  － 731 

４ その他  259,595 238,343 

貸倒引当金  △554 △2,559 

流動資産合計  2,931,815 52.9  1,060,918 32.0

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※１  

(1) 建物 ※２ 1,335,132 1,337,969 

(2) 機械及び装置  421,114 437,230 

(3) 工具器具備品 ※２ 434,765 405,541 

有形固定資産合計  2,191,012 2,180,742 

２ 無形固定資産  20,274 21,617 

３ 投資その他の資産  398,765 49,514 

固定資産合計  2,610,052 47.1  2,251,874 68.0

資産合計  5,541,868 100.0  3,312,792 100.0
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当第１四半期会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年６月30日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金  311,861 294,402 

２ 短期借入金  － 100,000 

３ 一年内返済予定 
長期借入金 

 － 100,000 

４ 設備投資未払金 ※２ 250,893 365,820 

５ その他 ※３ 130,968 186,362 

流動負債合計   693,723 12.5  1,046,585 31.6

負債合計   693,723 12.5  1,046,585 31.6

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   2,215,905 40.0  1,206,530 36.4

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  2,199,198 793,573 

資本剰余金合計   2,199,198 39.7  793,573 24.0

Ⅲ 利益剰余金    

１ 第１四半期(当期) 
未処分利益 

 433,040 266,103 

利益剰余金合計   433,040 7.8  266,103 8.0

資本合計   4,848,144 87.5  2,266,206 68.4

負債及び資本合計   5,541,868 100.0  3,312,792 100.0
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(2) 第１四半期損益計算書 

 

  
当第１四半期会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の要約損益計算書 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   1,495,895 100.0  4,860,823 100.0

Ⅱ 売上原価   1,133,997 75.8  3,698,950 76.1

売上総利益   361,897 24.2  1,161,873 23.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費   181,681 12.2  534,125 11.0

営業利益   180,216 12.0  627,748 12.9

Ⅳ 営業外収益   472 0.0  648 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※１  15,756 1.0  20,947 0.4

経常利益   164,932 11.0  607,448 12.5

Ⅵ 特別利益   2,005 0.2  25,802 0.5

Ⅶ 特別損失   －  51,781 1.0

税引前第１四半期(当期)
純利益 

 166,937 11.2  581,470 12.0

法人税、住民税 
及び事業税 

0 1,633 

法人税等調整額  － 0.0 △33,626 △31,992 0.6

第１四半期(当期)純利益   166,937 11.2  613,463 12.6

前期繰越利益又は 
前期繰越損失(△) 

 266,103  △347,359

第１四半期(当期)未処分
利益 

 433,040  266,103
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(3) 第１四半期キャッシュ・フロー計算書 

 

 
当第１四半期会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の要約 
キャッシュ･フロー計算書
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

区分 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

１ 税引前第１四半期(当期)純利益 166,937 581,470 

２ 減価償却費 84,791 322,177 

３ 貸倒引当金の減少額 △2,005 △25,802 

４ 受取利息及び受取配当金 △2 △3 

５ 支払利息 2,134 17,461 

６ 新株発行費 12,942 3,260 

７ 固定資産除却損 － 43,931 

８ 投資有価証券評価損 － 3,950 

９ 関係会社株式評価損 － 3,900 

10 売上債権の増加額 △144,422 △151,561 

11 仕入債務の増加額 17,459 111,115 

12 前受金の減少額 △23,638 △100,380 

13 その他 △91,168 21,884 

小計 23,026 831,403 

14 利息及び配当金の受取額 2 3 

15 利息の支払額 △2,134 △16,551 

16 法人税等の支払額 △14,653 △1,360 

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,240 813,494 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 有形固定資産の取得による支出 △128,661 △484,973 

２ 投資有価証券の取得による支出 △15,000 △2,000 

３ 関係会社株式の取得による支出 △145,000 － 

４ 敷金の差入による支出 △124,503 － 

５ その他 △11,201 △17,035 

投資活動によるキャッシュ・フロー △424,366 △504,008 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

１ 短期借入金の純増減 △200,000 100,000 

２ 割賦購入未払金の返済による支出 △79,983 △313,792 

３ 長期借入金の返済による支出 － △100,000  

４ 株式の発行による収入 2,402,057 85,899 

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,122,074 △227,893 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 1,703,948 81,591 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 215,763 134,171 

Ⅵ 現金及び現金同等物の第１四半期末(期末)残高 1,919,711 215,763 
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四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
 当第１四半期会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

１ 資産の評価基準及び評価方

法 

 

(1) 有価証券 

① 関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

(2) － 

(1) 有価証券 

① 関連会社株式 

  同左 

② その他有価証券 

  時価のないもの 

    同左 

(2) たな卸資産 

仕掛品 

  個別法による原価法 

(1) 有形固定資産 

 定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物 ６～10年 

機械及び装置 ６～10年 

工具器具備品 ４～15年 
 

(1) 有形固定資産 

    同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 

(2) 無形固定資産 

 定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によってお

ります。 

(2) 無形固定資産 

   同左 

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を

検討して回収不能見込額を計上して

おります。 

貸倒引当金 

   同左 

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

   同左 

５ 第１四半期キャッシュ・フ

ロー計算書(キャッシュ・

フロー計算書)における資

金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来する

流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない短期的な投資

であります。 

   同左 
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 当第１四半期会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

(1) 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

   同左 

６ その他第１四半期財務諸表

(財務諸表)作成のための基

本となる重要な事項 

(2) 任意組合に関する会計処理 

 組合の最近の事業報告書又の財産

及び損益の状況に基づいて、組合の

資産・負債・収益・費用を当社の持

分割合に応じて計上しております。

(2) 任意組合に関する会計処理 

  同左 

 

会計処理の変更 

 

当第１四半期会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当第１四半期会計期間から「固定資産の減損に係る会

計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 ― 

 

追加情報 

 

当第１四半期会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

 ―  「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当期から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会

実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が13,020千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、

13,020千円減少しております。 
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注記事項 

(四半期貸借対照表関係) 

 

当第１四半期会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年６月30日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 1,146,440千円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 1,062,992千円 

 

※２ 割賦契約により所有権が売主に留保された固定資

  産 

(1) データセンターファシリティ設備及び電力設備
並びにその周辺機器の一部について、割賦払い

の方法で購入しているため、所有権が売主に留

保されております。その帳簿価額の内訳は次の

とおりであります。 

建物 734,937 千円

工具器具備品  110,388 千円

 計 845,326 千円

(2) 上記に対応する債務 
設備投資未払金 175,204 千円

 

 

※２ 割賦契約により所有権が売主に留保された固定資

  産 

(1) データセンターファシリティ設備及び電力設備
並びにその周辺機器の一部について、割賦払い

の方法で購入しているため、所有権が売主に留

保されております。その帳簿価額の内訳は次の

とおりであります。 

建物 766,959 千円 

工具器具備品 112,877 千円 

 計 879,836 千円

(2) 上記に対応する債務 
設備投資未払金 255,188 千円 

 
 

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流

動負債のその他として表示しております。 

 

※３ ― 

 

 
 

(四半期損益計算書関係) 

 

当第１四半期会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

※１ 営業外費用の主要項目 

支払利息 2,134 千円 
 

※１ 営業外費用の主要項目 

支払利息 17,461 千円 
 

 

  ２ 減価償却実施額 

有形固定資産 83,447 千円 

無形固定資産 1,343 千円 
 

  

 ２ 減価償却実施額 

有形固定資産 317,914 千円 

無形固定資産 4,263 千円 
  

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

当第１四半期会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

 現金及び現金同等物の第１四半期末残高と第１四半

期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 1,919,711 千円

現金及び現金同等物 1,919,711 千円
 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金 215,763 千円

現金及び現金同等物 215,763 千円
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(リース取引関係) 

 

当第１四半期会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び第１四半期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
機械及び
装置 

工具器具 
備品 

合計 

取得価額相当額 56,948千円 29,478千円 86,427千円

減価償却累計額
相当額 

2,372千円 11,296千円 13,669千円

第１四半期末 
残高相当額 

54,575千円 18,182千円 72,758千円

 

 工具器具備品 合計 

取得価額相当額 17,439千円  17,439千円 

減価償却累計額 
相当額 

10,020千円  10,020千円 

期末残高相当額 7,418千円  7,418千円 

 
(2)未経過リース料第１四半期末残高相当額 

１年以内 18,921千円 

１年超 55,572千円 

 合計 74,493千円 
 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 3,533千円 

１年超 4,159千円 

 合計 7,692千円 
 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 2,682千円 

減価償却費相当額 3,648千円 

支払利息相当額 495千円 
 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 3,413千円 

減価償却費相当額 3,142千円 

支払利息相当額 213千円 
 

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。  

同左 

(5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

 
 

(有価証券関係) 

時価評価されていない主な有価証券 

 

当第１四半期会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年６月30日) 

区分 
第１四半期貸借対照表計上額

(千円) 
貸借対照表計上額 

(千円) 

(1) その他有価証券   

 非上場株式(店頭売買株式を除く) 17,000 2,000

(2) 関連会社株式   

 関連会社株式 145,000 －

計 162,000 2,000
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(デリバティブ取引関係) 

当第１四半期会計期間末(平成17年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度末(平成17年６月30日)  

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

(持分法損益等) 

当第１四半期会計期間(自 平成17年７月１日 至 平成17年９月30日) 

利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しており

ます。 

前事業年度(自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日) 

利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しており

ます。 
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(１株当たり情報) 

 

当第１四半期会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

１株当たり純資産額 252,126円69銭
 

１株当たり純資産額 135,465円77銭
 

１株当たり第１四半期純利益 9,106円20銭
 

１株当たり当期純利益 36,800円81銭
 

潜在株式調整後１株当たり 
第１四半期純利益 

8,630円79銭
 
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株予約権の残高がありますが、当社株式が非

上場・非登録であり、期中平均株価の算出が困難である

ため記載しておりません。 

(注) １株当たり第１四半期(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり第１四半期純利益の算定上の基礎 

 

項目 
当第１四半期会計期間 
自 平成17年７月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度 
自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日 

１株当たり第１四半期（当期）純利益 

第１四半期(当期)純利益(千円) 166,937 613,463

普通株式に係る第１四半期(当期)純利益(千円) 166,937 613,463

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 18,332 16,670

潜在株式調整後１株当たり第１四半期（当期） 
純利益 

第１四半期(当期)純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 1,010 －

（うち新株予約権(株）） (1,010) －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり第１四半期（当期）純利益の算定に含まれなか
った潜在株式の概要 
 
 
 
 
 

－

第１回新株予約権(新株
予約権の数818個)、第２
回新株予約権(新株予約
権の数148個)、第３回新
株予約権(新株予約権の
数96個)及び第４回新株
予約権(新株予約権の数
８個)。 
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(重要な後発事象) 

 

当第１四半期会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

１ 子会社の設立 

当社は、平成17年８月24日開催の取締役会決議に

基づき、平成17年10月３日に子会社を設立いたしま

した。会社の概要は以下の通りであります。 

(1)商号 株式会社ビービーエフ 

(2)代表者名 代表取締役社長 田村 淳 

(3)本店所在地 

 

東京都港区赤坂四丁目２番６

号 

(4)事業内容 ファッションECサイトの運営 

(5)決算期 ６月末日 

(6)資本金 150,000千円 

(7)株主構成 

 

 

 

株式会社ブロードバンドタワ

ー(96.67％) 

有 限 会 社アガリデザイン

(3.33％) 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ データセンター障害発生 

平成17年7月14日、当社データセンター内（第一

サイト）において、UPS（無停電電源装置）の故障

により、データセンターフロア内に供給される電力

に230msec（約4分の1秒）の瞬断が発生する障害が

ありました。この障害により、一部の当社顧客のサ

ーバ等に影響が発生した事実があります。これによ

り、当社の業績及び財政状況に影響を及ぼす可能性

があります。 

 

２ 公募新株式発行 

当社は、平成17年8月3日に大阪証券取引所ニッポ

ン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市場に上

場いたしました。 

上場に際して、平成17年6月30日及び平成17年7月

13日開催の取締役会決議に基づき、平成17年8月2日

を払込期日とする公募増資（ブックビルディング方

式）により、新株式を次のとおり発行いたしまし

た。 

この結果、資本金は2,215,905千円、発行済株式

数は19,229株となりました。 

(1)発行新株式数 普通株式 2,500株 

(2)発行価格 1,050,000円  

(3)引受価額 966,000円 

(4)発行価額 807,500円 

(5)資本組入額 403,750円 

(6)新株の配当起算日 平成17年7月１日 

(7)資金の使途 

 

 

 

 

 

 

手取金については、

2,191,000千円を平成17

年7月以降発生する設備

投資に充当し、200,000

千円を借入金の返済に

充当する予定でありま

す。 
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当第１四半期会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

 ３ 子会社の設立 

当社は、平成17年８月24日開催の取締役会におい

て、下記の要領による子会社設立を決議しました。

(1) 子会社の概要 

①商号 株式会社ビービーエフ 

②代表者名 代表取締役社長 田村 淳 

③本店所在地 

 

東京都中央区日本橋本石町三

丁目２番２号 

④設立時期 平成17年10月初旬（予定） 

⑤事業内容 ファッションECサイトの運営 

⑥決算期 ６月末日 

⑦資本金 150,000千円 

⑧株主構成 

 

 

 

株式会社ブロードバンドタワー

(96.67％) 

有 限 会 社 ア ガ リ デ ザ イ ン

(3.33％) 

(2) 設立理由 

当社は、インターネット環境を支えるデータセン

ターをベースとして、情報発信インフラの提供から

コンテンツの企画、制作に至るまでの一連のブロー

ドバンドビジネスをトータルにサポートする事業を

展開しております。また、新たな事業収益を確保す

るため、ブロードバンドビジネスに関して保有する

さまざまなノウハウを最大限に活用できるビジネス

を模索し、積極的に事業ドメイン拡大しておりま

す。 

今回進出するファッション分野は、ブロードバン

ド環境を利用することにより、素材感やデザイン表

現を細部にわたるまでユーザーに伝えることが可能

で、従来のECサイトと差別化ができること、当社が

既に展開している映像、音楽分野と極めて近く、相

乗的な効果を見込めることなどから、有望なビジネ

ス分野であると判断し、子会社を設立し新規事業を

展開することを決定しました。 

 

４ 株式分割 

当社は、平成17年９月９日開催の取締役会におい

て、下記のとおり株式の分割（無償交付）を行うこ

とを決議いたしました。 

(1) 株式分割の目的 

当社株式の１株当たりの投資金額を引き下げ、株

式の流動性を高めるとともに、投資家層の拡大を図

ることを目的として実施するものであります。 

(2) 株式分割の概要 

①分割の方法 

平成17年11月18日付をもって平成17年９月30日最

終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録さ

れた株主並びに端株原簿に記載または記録された端

株主の所有株式数または端株数を、１株につき５株
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当第１四半期会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

 の割合をもって分割いたします。 

②分割により増加する株式の種類及び数 

 普通株式  76,916株 

③配当起算日  平成17年７月１日 

なお、前期首に当該株式分割が行われたと仮定し

た場合における（１株当たり情報）の各数値はそれ

ぞれ以下のとおりであります。 

第５期 
(自 平成15年７月１日
至 平成16年６月30日)

第６期 
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

１株当たり純資産額 

19,374円06銭

１株当たり純資産額 

27,093円15銭

１株当たり当期純利益 

3,834円76銭

１株当たり当期純利益 

7,360円16銭

 なお、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式

が存在しないため記載し

ておりません。 

 なお、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金

額については、新株予約

権の残高がありますが、

当社株式が非上場であ

り、期中平均株価の算出

が困難であるため記載し

ておりません。 
 

 

(4) その他 

該当事項はありません。 

 




